
●
は
じ
め
に

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
経
済
は
、
通
貨
・
経
済
危
機
以

降
、
国
際
通
貨
基
金
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
）
な
ど
の
支
援
の

も
と
回
復
を
続
け
て
き
た
が
、
回
復
の
テ
ン
ポ
は

近
隣
諸
国
と
の
比
較
で
は
緩
や
か
な
も
の
に
留
ま

っ
て
い
た
。
二
○
○
四
年
一
○
月
に
初
の
国
民
に

よ
る
直
接
選
挙
で
選
出
さ
れ
た
ユ
ド
ヨ
ノ
大
統
領

は
、
こ
れ
ま
で
の
政
治
・
社
会
と
マ
ク
ロ
経
済
面

で
の
「
安
定
化
路
線
」
か
ら
、
具
体
的
な
ビ
ジ
ネ

ス
環
境
改
善
策
に
よ
る
「
成
長
加
速
路
線
」
へ
移

行
さ
せ
て
い
く
と
の
期
待
感
を
一
身
に
集
め
た
。

し
か
し
、
国
際
機
関
や
ジ
ェ
ト
ロ
、
国
際
協
力

銀
行
（
Ｊ
Ｂ
Ｉ
Ｃ
）
な
ど
に
よ
る
調
査
結
果
で
は
、

投
資
先
と
し
て
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
魅
力
が
依
然

低
い
こ
と
は
否
め
な
い
。
ま
た
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
で

最
大
の
国
土
面
積
を
有
し
、
中
国
、
イ
ン
ド
と
い

う
新
興
市
場
二
大
国
お
よ
び
ア
メ
リ
カ
に
次
ぐ
世

界
第
四
位
の
人
口
を
有
す
る
が
、
世
界
経
済
で
の

存
在
感
も
低
下
傾
向
に
あ
る
。

二
○
○
五
年
一
○
月
、
予
想
外
の
原
油
価
格
高

騰
に
よ
る
石
油
燃
料
補
助
金
支
出
の
急
増
を
受
け
、

ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
は
、
国
民
の
反
発
の
中
、
家
庭
用

灯
油
も
含
む
国
内
石
油
燃
料
価
格
の
大
幅
引
き
上

げ
を
断
行
し
た
。
同
時
に
観
光
地
と
し
て
名
高
い

バ
リ
島
で
爆
弾
テ
ロ
事
件
が
再
発
し
、
外
国
人
観

光
客
に
も
死
傷
者
が
出
る
な
ど
、
二
○
○
二
年
一

○
月
の
前
回
テ
ロ
時
を
彷
彿
と
さ
せ
る
惨
事
と
な

り
、
社
会
不
安
も
懸
念
さ
れ
た
。

だ
が
、
国
内
で
は
大
規
模
な
混
乱
・
騒
動
は
み

ら
れ
て
い
な
い
。
こ
れ
は
、
政
治
的
リ
ス
ク
も
高

く
、
痛
み
を
伴
う
燃
料
価
格
引
き
上
げ
を
不
可
避

と
し
て
断
行
し
、
治
安
維
持
・
回
復
面
で
も
機
動

性
を
増
し
て
き
た
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
へ
の
国
民
か
ら

の
支
持
が
依
然
維
持
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
示
さ
れ

て
い
る
。
二
○
○
四
年
末
の
ス
マ
ト
ラ
沖
大
地
震

・
津
波
な
ど
自
然
災
害
へ
の
対
処
に
追
わ
れ
て
き

た
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
は
、
今
回
の
燃
料
価
格
値
上
げ

や
爆
弾
テ
ロ
事
件
と
い
っ
た
再
三
の
試
練
を
今
後

も
乗
り
越
え
ら
れ
る
と
、
高
成
長
軌
道
へ
の
復
帰

の
き
っ
か
け
を
つ
か
め
る
と
の
期
待
も
表
れ
て
こ

よ
う
。
本
稿
で
は
、
ま
ず
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
下
過
去

一
年
間
の
投
資
環
境
改
善
策
を
再
検
討
し
、
そ
の

政
策
効
果
と
残
さ
れ
た
課
題
を
明
ら
か
に
し
て
い

き
た
い
。

●
明
確
な
政
策
目
標
と
メ
ッ
セ
ー
ジ

一
九
九
二
年
、
湾
岸
戦
争
「
勝
利
」
の
余
韻
を

買
っ
て
再
選
を
狙
っ
た
ア
メ
リ
カ
の
ブ
ッ
シ
ュ
元

大
統
領
は
、
ア
ー
カ
ン
ソ
ー
州
議
員
の
ク
リ
ン
ト

ン
氏
に
敗
北
し
た
が
、
ブ
ッ
シ
ュ
氏
は
敗
因
に
つ

い
て
「
国
民
へ
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
と
ア
ピ
ー
ル
が
欠

け
て
い
た
」
と
語
っ
た
と
い
う
。

そ
の
図
式
を
な
ぞ
る
よ
う
に
、
メ
ガ
ワ
テ
ィ
前

大
統
領
と
ユ
ド
ヨ
ノ
候
補
の
大
統
領
選
挙
決
戦
投

票
前
に
は
、
メ
ッ
セ
ー
ジ
性
と
そ
の
具
体
的
な
政

策
目
標
の
差
が
如
実
に
表
れ
た
。
二
○
○
四
年
八

月
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
商
工
会
議
所
（
Ｋ
Ａ
Ｄ
Ｉ

Ｎ
）
主
催
で
、
再
選
を
期
す
現
職
と
正
副
大
統
領

候
補
と
を
招
い
て
実
業
界
と
の
対
話
集
会
が
開
催

さ
れ
た
が
、
ユ
ド
ヨ
ノ
候
補
（
現
大
統
領
）
は
任

期
中
（
二
○
○
四
〜
二
○
○
九
年
）
の
政
権
目
標

を
具
体
的
な
数
値
を
用
い
て
示
し
た
。
そ
し
て
そ

の
数
値
に
基
づ
き
、
長
期
は
も
と
よ
り
政
権
発
足

一
○
○
日
間
と
い
う
短
期
間
に
な
す
べ
き
具
体
的

政
策
も
明
示
す
る
と
し
た
。

堅
実
だ
が
変
革
を
求
め
た
国
民
の
支
持
を
得
て
、

選
出
さ
れ
た
ユ
ド
ヨ
ノ
大
統
領
は
、
ロ
ジ
ス
テ
ィ

ッ
ク
を
重
視
す
る
退
役
国
軍
参
謀
ら
し
く
、
長
期

的
目
標
を
、
そ
の
実
行
に
必
要
な
具
体
的
政
策
と
、

よ
り
目
標
達
成
期
間
を
短
縮
化
す
る
こ
と
へ
と
ブ

レ
ー
ク
ダ
ウ
ン
し
て
い
っ
た
。

投
資
誘
致
と
投
資
環
境
改
善
は
進
む
の
か

特集／インドネシア・ユドヨノ政権の１年
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政
権
発
足
後
一
○
○
日
間
に
取
り
組
む
と
し
た

い
わ
ゆ
る
「
一
○
○
日
ア
ジ
ェ
ン
ダ
」
の
履
行
に

つ
い
て
、
政
府
は
二
○
○
五
年
二
月
に
実
績
報
告

書
を
公
に
し
た
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
経
済
に
関
す

る
六
八
の
措
置
の
う
ち
、
企
業
活
動
を
阻
害
す
る

三
三
七
の
地
方
政
令
（
地
方
税
な
ど
）
の
撤
廃
指

令
、
産
業
競
争
力
強
化
の
た
め
の
関
税
率
改
定
、

イ
ン
フ
ラ
開
発
促
進
に
向
け
た
官
民
協
力
制
度
の

整
備
な
ど
五
七
の
改
善
措
置
を
講
じ
た
。
さ
ら
に

投
資
優
遇
減
税
、
配
当
課
税
税
率
の
引
き
下
げ
に

関
す
る
法
案
作
成
な
ど
投
資
家
か
ら
要
望
が
あ
っ

た
課
題
に
も
着
実
に
取
り
組
ん
だ
、
と
し
た
。
た

だ
し
、
具
体
的
な
投
資
環
境
に
関
連
す
る
政
策
は

実
は
そ
れ
ほ
ど
多
く
は
な
い
。

投
資
優
遇
政
策
と
し
て
出
さ
れ
た
政
策
パ
ッ
ケ

ー
ジ
は
二
つ
あ
る
。
ま
ず
、
二
○
○
五
年
七
月
二

二
日
に
「
七
月
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
が
発
表
さ
れ

た
。
そ
こ
で
は
バ
タ
ム
、
ビ
ン
タ
ン
、
カ
リ
ム
ン

各
島
に
お
け
る
保
税
工
業
団
地
を
対
象
地
域
と
し

て
、
当
該
税
関
事
務
所
長
に
権
限
を
移
管
す
る
と

同
時
に
、
各
種
許
認
可
の
明
確
化
と
そ
の
簡
素
化
、

付
加
価
値
税
、
奢
侈
品
販
売
税
な
ど
税
制
面
で
の

優
遇
措
置
が
講
じ
ら
れ
た
。
過
去
一
○
年
以
上
、

自
由
貿
易
区
か
課
税
区
域
か
を
巡
り
、
不
透
明
さ

が
指
摘
さ
れ
て
い
た
バ
タ
ム
島
保
税
区
の
ス
テ
ー

タ
ス
が
明
確
に
な
っ
た
意
味
は
大
き
く
、
内
外
投

資
家
が
期
待
し
て
い
た
施
策
と
し
て
「
七
月
政
策

パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
は
評
価
に
値
す
る
。

も
う
一
つ
の
優
遇
政
策
は
、
燃
料
価
格
引
き
上

げ
へ
の
補
償
策
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
た
、
二
○

○
五
年
一
○
月
一
日
付
け
発
表
の
「
イ
ン
セ
ン
テ

ィ
ブ
・
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
で
あ
る
。
同
パ
ッ
ケ
ー
ジ

で
は
、
重
機
産
業
向
け
の
原
材
料
・
部
品
の
関
税

免
除
（
一
一
月
実
施
）、
製
造
業
者
の
輸
入
通
関

で
、
検
査
を
課
さ
な
い
優
先
レ
ー
ン
の
増
加
、
コ

ン
テ
ナ
荷
役
料
（
Ｃ
Ｈ
Ｃ
）
を
大
幅
に
削
減
し
て

い
く
こ
と
（
以
上
は
一
○
月
実
施
）、
な
ど
が
盛

り
込
ま
れ
た
。
し
か
し
、
企
業
活
動
を
妨
げ
る
地

方
政
令
の
早
急
な
撤
回
な
ど
、
多
く
は
こ
れ
ま
で

実
施
し
て
き
た
諸
政
策
の
明
確
化
と
延
長
措
置
で

あ
り
、
な
か
に
は
三
カ
月
間
の
有
効
期
限
を
設
け

ら
れ
て
い
る
も
の
も
あ
る
。「
七
月
政
策
パ
ッ
ケ

ー
ジ
」
に
比
べ
る
と
新
味
は
な
い
が
、
今
後
の
着

実
な
履
行
が
望
ま
れ
る
。

他
方
、
実
業
界
か
ら
改
善
要
望
が
多
い
労
務
問

題
で
は
、
労
働
力
移
住
相
は
二
○
○
五
年
八
月
二

六
日
付
け
同
相
決
定
第
一
七
号
に
て
、
月
額
法
定

最
低
賃
金
を
決
定
す
る
目
安
と
な
っ
て
き
た
従
来

の
最
低
生
計
必
要
費
（
Ｋ
Ｈ
Ｍ
）
に
代
わ
り
、
適

正
生
活
水
準
（
Ｋ
Ｈ
Ｌ
）
を
導
入
し
た
。
こ
の
結

果
、
最
低
賃
金
算
出
で
は
Ｋ
Ｈ
Ｌ
導
入
前
よ
り
、

高
め
の
設
定
が
可
能
と
な
り
、
柔
軟
で
雇
用
創
出

効
果
を
伴
う
労
働
行
政
に
必
ず
し
も
そ
ぐ
わ
な
い

よ
う
な
施
策
も
み
ら
れ
た
。
実
際
、
二
○
○
六
年

の
ジ
ャ
カ
ル
タ
首
都
圏
法
定
最
低
賃
金
は
、
四
年

振
り
に
、
前
年
比
二
桁
の
伸
び
と
な
っ
た
。

結
局
の
と
こ
ろ
、
投
資
優
遇
政
策
自
体
は
ま
だ

不
十
分
で
あ
る
が
、
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
下
に
お
い
て
、

具
体
的
な
政
策
目
標
と
中
短
期
の
計
画
の
明
示
に

よ
り
、
投
資
誘
致
の
基
本
と
な
る
「
近
未
来
の
予

見
可
能
性
」
は
好
転
し
た
と
評
価
で
き
よ
う
。

●
投
資
は
復
活
基
調
だ
が
、
内
需
向
け

や
石
油
化
学
、
サ
ー
ビ
ス
業
へ
集

中二
○
○
五
年
第
２
四
半
期
（
四
〜
六
月
）
の
実

質
経
済
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
成
長
率
は
前
年
同
期
比
五
・

五
％
増
と
堅
調
な
成
長
を
示
し
た
。
ま
た
総
固
定

資
本
形
成
は
一
三
・
二
％
増
と
大
幅
に
伸
び
た
。

そ
こ
で
は
、
総
固
定
資
本
形
成
の
八
割
弱
を
占
め

る
建
設
投
資
額
が
大
き
い
が
、
機
械
設
備
や
輸
送

機
器
な
ど
企
業
固
定
投
資
額
も
二
○
○
四
年
後
半

か
ら
順
調
に
伸
び
て
い
る
。

な
お
、
投
資
調
整
庁
（
Ｂ
Ｋ
Ｐ
Ｍ
）
統
計
で
直

接
投
資
（
認
可
額
ベ
ー
ス
）
を
み
る
と
、
外
国
企

業
に
よ
る
投
資
は
二
○
○
五
年
一
〜
八
月
期
に
は

前
年
同
期
比
七
三
・
五
％
増
の
七
二
億
八
四
○
○

万
ド
ル
に
達
し
た
。
し
か
し
二
五
○
億
ド
ル
以
上

の
水
準
だ
っ
た
通
貨
・
経
済
危
機
以
前
と
比
べ
れ

ば
、
好
転
の
兆
し
が
あ
る
と
は
い
え
、
依
然
低
水

準
に
留
ま
っ
て
い
る
。
ま
た
、
こ
れ
ら
投
資
の
業

種
先
の
大
半
は
、
リ
ス
ク
の
高
さ
の
た
め
投
資
実

現
性
が
低
い
と
さ
れ
て
い
る
石
油
化
学
関
連
や
、

製
造
業
ほ
ど
雇
用
創
出
効
果
が
な
い
サ
ー
ビ
ス
業

に
集
中
し
て
い
る
。
ま
た
、
前
年
同
期
比
で
半
減

し
た
日
本
か
ら
の
投
資
は
、
日
系
家
電
メ
ー
カ
ー

に
よ
る
生
産
品
目
拡
大
の
た
め
の
設
備
増
強
投
資
、

そ
し
て
ホ
ン
ダ
、
ヤ
マ
ハ
な
ど
日
系
二
輪
車
メ
ー

カ
ー
に
よ
る
積
極
的
な
生
産
拡
張
な
ど
、
専
ら
国

内
市
場
向
け
を
主
体
と
し
た
投
資
と
な
っ
て
い
る
。

こ
う
し
て
み
る
と
、
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
下
で
は
た

し
か
に
投
資
に
回
復
が
み
ら
れ
る
が
、
そ
れ
は
、

Top10 2000 2001 2002 2003 2004

1 中国 中国 中国 中国 中国

2 米国 米国 タイ タイ タイ

3 タイ タイ 米国 米国 インド

4 インドネシア インドネシア インドネシア ベトナム ベトナム

5 マレーシア インド ベトナム インド 米国

6 台湾 ベトナム インド インドネシア ロシア

7 インド 台湾 韓国 韓国 インドネシア

8 ベトナム 韓国 台湾 台湾 韓国

9 韓国 マレーシア マレーシア マレーシア 台湾

10 フィリピン シンガポール ブラジル ロシア マレーシア

表１　中期的（今後３年程度）有望事業展開先国・地域（トップ 10位）

（出所）国際協力銀行（JBIC）『わが国製造業企業の海外
事業展開に関する調査報告』2004 年度版。
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政
権
の
安
定
性
と
、
政
策

の
予
見
性
の
高
ま
り
に
対

す
る
評
価
か
ら
、
従
来
の

投
資
案
件
の
実
行
に
弾
み

が
つ
い
た
に
す
ぎ
ず
、
輸

出
向
け
を
含
む
製
造
業
投
資
の
本
格
回
復
は
、

ま
だ
時
間
が
か
か
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

●
投
資
阻
害
要
因
の
改
善
と
労
働

力
の
質
の
向
上
が
必
要

投
資
は
回
復
基
調
に
あ
る
と
は
い
え
、
イ

ン
ド
ネ
シ
ア
へ
の
直
接
投
資
に
盛
り
上
が
り

が
欠
け
る
背
景
に
は
、
投
資
家
の
関
心
度
の

低
さ
が
あ
る
。
た
と
え
ば
、
Ｊ
Ｂ
Ｉ
Ｃ
が
毎

年
実
施
し
て
い
る
海
外
直
接
投
資
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
結
果
で
も
、
日
本
の
製
造
業
に
よ
る

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
へ
の
評
価
が
低
下
し
て
い
る

こ
と
が
わ
か
る
（
表
１
）。
と
く
に
今
後
の

有
望
事
業
の
展
開
先
国
・
地
域
の
順
位
で
は
、
タ

イ
、
イ
ン
ド
、
ベ
ト
ナ
ム
、
ロ
シ
ア
の
後
塵
を
拝

す
る
結
果
と
な
っ
た
。
投
資
家
の
イ
ン
ド
ネ
シ
ア

へ
の
評
価
が
低
下
し
た
の
は
、
新
興
市
場
国
の
急

速
な
台
頭
も
影
響
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

ま
た
ジ
ェ
ト
ロ
が
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
・
イ
ン
ド
の
進

出
日
系
製
造
業
企
業
を
対
象
に
二
○
○
五
年
二
月

に
実
施
し
た
経
営
実
態
調
査
結
果
に
よ
る
と
、
事

業
展
開
上
の
問
題
点
が
広
範
囲
に
わ
た
る
こ
と
が

自
明
で
あ
る
（
表
２
）。
し
か
し
、
昨
年
度
ま
で

ト
ッ
プ
で
あ
っ
た
「
不
安
定
な
政
治
・
社
会
情

勢
」
を
問
題
と
す
る
企
業
の
比
率
は
低
下
し
て
い

る
。
こ
こ
か
ら
、
投
資
実
施
上
の
前
提
条
件
で
あ

る
政
治
・
社
会
面
の
カ
ン
ト
リ
ー
リ
ス
ク
は
軽
減

し
た
が
労
務
、
税
務
、
通
関
、
イ
ン
フ
ラ
の
未
整

備
な
ど
投
資
阻
害
要
因
と
し
て
指
摘
さ
れ
て
き
た

問
題
点
が
依
然
改
善
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
が
分
か

る
。こ

う
し
た
調
査
結
果
か
ら
、
今
後
イ
ン
ド
ネ
シ

ア
が
取
り
組
む
べ
き
課
題
は
、
①
制
度
面
の
障
害

除
去
、
②
生
産
拠
点
と
し
て
の
投
資
メ
リ
ッ
ト
を

拡
大
さ
せ
る
こ
と
、
③
販
売
市
場
と
し
て
の
利
点

を
最
大
限
生
か
す
こ
と
、
の
三
点
に
集
約
さ
れ
る

と
考
え
ら
れ
る
。
つ
ま
り
①
で
は
、
二
○
○
五
年

七
月
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
よ
う
に
主
に
税
務
上
の

手
続
・
認
可
の
簡
素
化
が
一
例
と
し
て
挙
げ
ら
れ

る
。
ま
た
②
で
は
、
低
廉
な
労
働
コ
ス
ト
を
背
景

と
し
た
生
産
コ
ス
ト
の
優
位
性
が
、
最
低
賃
金
上

昇
な
ど
で
低
減
し
て
き
て
い
る
た
め
、
専
門
的
な

職
業
教
育
の
普
及
に
よ
る
質
の
向
上
を
図
る
こ
と

で
あ
る
。
③
で
は
、
今
後
の
対
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
投

資
の
主
体
が
、
世
界
第
四
位
の
巨
大
な
消
費
市
場

に
い
か
に
食
い
込
ん
で
い
く
か
、
と
い
っ
た
観
点

か
ら
な
さ
れ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
市
場
調
査
や
リ

ー
ス
、
倉
庫
な
ど
製
造
業
に
関
わ
る
サ
ー
ビ
ス
産

業
で
の
外
資
出
資
規
制
の
さ
ら
な
る
規
制
緩
和
が

求
め
ら
れ
よ
う
。

●
お
わ
り
に

ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
が
投
資
環
境
改
善
に
成
功
す
る

か
ど
う
か
は
、
政
権
発
足
後
一
年
を
経
た
二
○
○

五
年
後
半
か
ら
い
か
に
具
体
的
な
実
績
を
挙
げ
る

か
が
重
要
と
な
ろ
う
。
早
期
制
定
が
望
ま
れ
る
新

投
資
法
は
、
国
会
審
議
や
法
改
正
を
必
要
と
す
る

た
め
先
延
ば
し
さ
れ
て
い
る
が
、
二
○
○
五
年
七

月
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
よ
う
に
、
少
な
く
と
も
従

来
の
制
度
面
で
の
不
透
明
さ
を
ク
リ
ア
に
す
る
こ

と
だ
け
で
も
十
分
な
政
策
効
果
は
あ
る
と
考
え
ら

れ
る
。

ま
た
、
東
ア
ジ
ア
で
の
企
業
の
生
産
活
動
は
、

中
国
と
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
地
域
で
必
ず
し
も
完
全
に
二

極
分
散
し
て
い
る
わ
け
で
も
な
く
、
相
互
補
完
関

係
に
あ
る
わ
け
で
も
な
い
が
、
チ
ャ
イ
ナ
・
リ
ス

ク
分
散
の
た
め
、
企
業
は
、
チ
ャ
イ
ナ
・
プ
ラ
ス

１
と
し
て
対
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
投
資
の
重
要
性
を
再
認

識
す
る
動
き
も
散
見
さ
れ
る
。
た
だ
し
、
実
際
に

中
国
リ
ス
ク
・
ヘ
ッ
ジ
の
た
め
の
投
資
が
イ
ン
ド

ネ
シ
ア
に
向
け
ら
れ
る
か
ど
う
か
は
、
結
局
の
と

こ
ろ
、
総
合
的
な
投
資
環
境
の
優
位
性
に
大
き
く

左
右
さ
れ
る
と
い
う
点
を
忘
れ
る
べ
き
で
は
な
い
。

（
く 

わ
ば
ら　

し
げ
る
／
日
本
貿
易
振
興
機
構

海
外
調
査
部
ア
ジ
ア
大
洋
州
課
）

表２　在ASEAN日系製造企業の抱える問題点

（出所）在アジア日系製造業の経営実態－ ASEAN・インド－
2004 年度

（注）回答企業のうち 40％以上が問題が有ると指摘した項目。

ASEAN全体 シンガポール マレーシア タイ フィリピン ベトナム インドネシア

従業員の賃金上昇 61.3
主要取引先からの値

下げ要請
64.3

主要取引先からの値
下げ要請

65.3
主要取引先からの値

下げ要請
68.5 不安定な政治･社会情勢 72.7

通関など諸手続きの
煩雑さ

70.7 従業員の賃金上昇 76.0

主要取引先からの値
下げ要請

59.9 従業員の賃金上昇 63.8 従業員の賃金上昇 58.2 従業員の賃金上昇 54.7
ｲﾝﾌﾗの整備状況が不

十分
70.9

原材料・部品の現地
調達の難しさ

68.6 税務手続きの煩雑さ 72.9

通関など諸手続きの
煩雑さ

47.6 
現地通貨の対ドル為
替レートの変動

63.1
有能技術者の確保が

困難
56.1

有能技術者の確保が
困難

52.7
進出国政府の不透明

な政策運営
60.0

ｲﾝﾌﾗの整備状況が不
十分

59.3
現地通貨の対ドル為
替レートの変動

62.6

有能技術者の確保が
困難

45.5 
限界に近づきつつあ
るコスト削減

60.9 品質管理の難しさ 48.0 
通関など諸手続きの

煩雑さ
52,3

物流インフラの整備
状況が不十分

54.8 行政手続きの煩雑さ 55.8
通関など諸手続きの

煩雑さ
56.0

品質管理の難しさ 44.7 
現地通貨の対円為替
レートの変動

44.6 
円の対ドル為替レー

トの変動
44.7 

鋼材不足、原油高な
ど原材料調達の問題

49.5 
主要取引先からの値

下げ要請
53.2

経済法制度の未整備･
恣意的な法制度の運用

55.8
進出国政府の不透明

な政策運営
52.8

原材料・部品の現地
調達の難しさ

43.5 
人材（技術者）の採

用難
43.4 

人材（技術者）の採
用難

48.6 従業員の賃金上昇 53.1
人材（中間管理職）

の採用難
54.1

主要取引先からの値
下げ要請

52.2

税務手続きの煩雑さ 43.2 労働者の定着率 42.9 
現地通貨の対円為替
レートの変動

46.9 
原材料・部品の現地
調達の難しさ

52.7
主要取引先からの値

下げ要請
53.0

ｲﾝﾌﾗの整備状況が不
十分

51.8

現地通貨の対ドル為
替レートの変動

42.6 
限界に近づきつつあ
るコスト削減

41.3 品質管理の難しさ 46.2 
現地通貨の対ドル為
替レートの変動

52.0 従業員の賃金上昇 52.9
通達・規則内容の周
知徹底が不十分

49.3 

行政手続きの煩雑さ 41.9 行政手続きの煩雑さ 40.8 税務手続きの煩雑さ 45.5 品質管理の難しさ 42.7 
進出国政府の不透明

な政策運営
52.3

経済法制度の未整備･
恣意的な法制度の運用

49.1 

行政手続きの煩雑さ 44.2 
有能技術者の確保が

困難
42.7 

管理職 ､現場責任者
の現地化

48.2 
原材料・部品の現地
調達の難しさ

48.4 

人材（中間管理職）
の採用難

40.9 
解雇･人員削減に対す

る規制
41.6 

物流インフラの整備
状況が不十分

45.1 
解雇･人員削減に対す

る規制
47.5 

原材料・部品の現地
調達の難しさ

40.1 
管理職 ､現場責任者

の現地化
41.6 

人材（技術者）の採
用難

44.7 品質管理の難しさ 47.1 

現地通貨の対ドル為
替レートの変動

40.1 通関に時間を要する 41.3 
日本人出向役職員の

コスト
44.7 

鋼材不足、原油高な
ど原材料調達の問題

44.8 

通達・規則内容の周
知徹底が不十分

40.4 品質管理の難しさ 44.2 不安定な政治･社会情勢 44.5 

通関に時間を要する 43.9 通関に時間を要する 44.0 

有能技術者の確保が
困難

41.9 行政手続きの煩雑さ 43.1 

鋼材不足、原油高な
ど原材料調達の問題

40.7 不明瞭な検査システム 42.5 

物流インフラの整備
状況が不十分

40.1 
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